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　過疎地域自治体病院にとって，救急医療や専門医療は
地域住民に対して必要不可欠な医療である。しかし，徳
島県立海部病院では過去に絶対的な医師不足から病院存
亡の危機に何度も直面してきた。少ない医師で，持続
可能な救急医療と専門医療を行うためには従来の対面
診療だけでは限界と困難があり，この課題を解決する
ためにデジタル技術を応用して医療変革を行う digital 
transformation（DX）が必要である。当院では，医療
DX として，遠隔医療を導入し活用してきた。救急医療
に対して2013年から遠隔救急診療支援システムを，専門
医療に対して2018年から遠隔オンライン診療を開始した。
前者は，病院で撮影した医療画像をスマートフォンやタ
ブレットに送信して当直医支援や病院間連携を行うもの
である。後者は，遠隔地医療機関の専門医が当院に来院
した患者診療を行うもので，最近では第５世代移動通信
方式（５G）回線を利用している。これらの遠隔医療を
行うことで，医療の質を担保して，医師と患者両者の精
神的・肉体的な負担を軽減させることが可能となり，過
疎地域医療機関でも持続可能な救急医療と専門医療を実
践することで，都市部と過疎地域の医療格差是正に寄与
する可能性がある。

はじめに

　徳島県立海部病院（海部病院）は，徳島市内から約
80km 南部の海部郡牟岐町に立地し，徳島市内からは公
共交通機関や車でも約2時間かかり，典型的な過疎地域
である「海部地域」の中核医療機関である。海部地域は，
少子高齢化の進展とともに人口減少が海部地域でも加速
し，他の過疎地域と同じように，医師不足が深刻な問題
になっている。この影響は，救急医療や専門医医療の継
続に波及しており，医療崩壊の危機に直面してきた。こ
の課題解決のために，当院では積極的に遠隔医療を早期
に導入し推進してきた。
　いわゆる「遠隔医療」は情報通信機器を活用した健康
増進，医療に関する行為全般を指す1）。この遠隔医療の
うち，医師−患者間において，情報通信機器を介して患
者の診察および診断を行い，その結果の伝達や処方など
をリアルタイムに実施する行為を「オンライン診療」と
呼んでいる1）。厚生労働省は，平成30年に「オンライン
診療の適切な実施に関する指針」を策定し1），さらにオ
ンライン診療だけでなく，その他の遠隔医療が幅広く
適正に推進されるよう，「オンライン診療その他の遠隔
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医療の推進に向けた基本方針」を令和５年に策定した2）。
また，遠隔医療の普及促進のために，全国で導入してい
る医療機関や地域の事例集をまとめた3）。診断用の高精
細画像を遠隔地に一括して伝送するためには，相対的に
高速・大容量の通信回線が必要となる。従来に比べて約
10倍の超高速・大容量通信と超高信頼・低遅延通信が可
能な第５世代移動通信方式（５G）の登場により医療へ
の応用が期待された。2017年から総務省が主体となって，
「５G 総合実証実験」が3年間の計画で実施され，その
中で過疎地域診療所と大学病院を結び，過疎地域医師と
患者を専門医が支援する遠隔医療も実施された4-7）。
　海部病院では救急診療支援としてスマートフォンを用
いた遠隔救急支援システムを2013年に導入した8）。また，
徳島県立中央病院（中央病院）の専門医によるオンライ
ン診療を2018年から開始し，2020年に５G 遠隔医療実証
実験を当院と中央病院の間で行い，2021年に実装化し
た9）。

１．海部病院での遠隔医療の取り組み

１−１　徳島県立海部病院遠隔救急診療支援システム
（k-support）（図１）
１−１−１　k-support 導入の経緯と経過
　救急医療に関しては，海部地域での脳卒中を含む救
急医療レベルの向上と医師の負担軽減を目的として
k-support を2013年2月から開始した。これは，主に
は急性期脳卒中診療支援を目的で導入し，「SYNAPSE 
Erm」のアプリを使用した。そして2018年2月からは，
さらに急性期脳卒中だけでなく，全診療科疾患の救急医
療の質向上と医師の負担軽減のために，クラウド型アプ
リである「JOIN」を導入した。登録医師のスマートフォ
ン・タブレットに「JOIN」アプリを導入し，患者の CT，
MRI，単純写真などの画像を全員に一斉送信し，各医師
間でツイートを行い診断や治療について議論を行い，治
療方針を決定する。そして，高度医療が必要のために搬
送となった場合には，搬送先の救命救急室のタブレット
に海部病院で撮影した CT や MRI 画像を送信する。こ
れにより，患者到着の前に搬送病院での受け入れ準備が
可能となる。海部病院では，徳島大学病院，徳島赤十
字病院，那賀町立上那賀病院との間で病院間連携を行っ
た。これは，高エネルギー外傷，脳卒中，急性冠動脈疾
患，大動脈解離などの救急患者や COVID-19患者に対
して，救急患者の診断や治療方針について大学病院や赤

十字病院の専門医師にコンサルトして，搬送の必要性を
協議している。また上那賀病院とは脳卒中患者の診療に
ついて診療支援を行っている。

図１　海部病院遠隔救急システムの概要

１−１−２　k-support の結果
　システム導入後の2013年2月から2018年2月までは，
「SYNAPSE Erm」を用いて650例で，2018年2月から
2022年9月末までは「JOIN」を用いて1083例，両者合
わせて1733例の救急患者で k-support で診療支援を行っ
た。2018年以降に「JOIN」を用いた症例は1083例あり，
それまでの「SYNAPSE Erm」に比べて約3倍に使用
頻度が増加していた（図2）。この1083例中，海部病院
救急支援が581例（54%），COVID-19支援が294例（27%），
両者で875例（81％）であった。病院間連携は，①海
部―徳島赤十字病院連携106例（10%），海部―上那賀病
院連携87例（8%），海部―徳島大学連携15例（１%）で，
合わせて208例（19％）の病院間連携の使用頻度であっ
た（表１）。この海部病院救急患者（COVID-19患者は
除く）581例について，使用時間帯，対象診療科，利用
した医師の年齢，コンサルト後の転帰，当該診療科医師
のオンコールの有無について検討した。使用時間帯は，
97％は休日・夜間の時間外使用で，平日時間内使用はわ
ずか3％であった。疾患分類は全診療科に及び，脳神経
外科疾患50％，整形外科疾患42％，内科疾患8％であっ
た。そして，治療方針の検討の結果，25％で帰宅，62％
で当院入院，8％で高度医療機関への転院搬送となった。
k-support を使用後に，処置や手術のために，実際に当
該診療科医師によるオンコール出勤が必要であった件数
は18％で，82％は当直医が k-support 支援の下で単独で
診療にあたり，オンコール出勤が不要となっていた。
　海部病院の救急車搬送件数に関しては，2006年から
2012年までの本システム導入前は，年間平均搬送件数は
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850．0件であったが，システム導入後の2013年から2021
年までは962．4件と約13％増加していた。また海部病院
救急搬送率（海部病院救急搬送患者数 / 海部地域および
高知県東洋町救急搬送患者数）は，導入前が61．8％であっ
たのが68．0％に増加していた。

図2　海部病院遠隔救急システムの年次推移

表１　海部病院遠隔救急支援システムの使用実績

１−１−３　医師へのアンケート（表2）
　海部病院医師10名，上那賀病院医師５名に本システム
についてアンケートを行った。「質問１　救急診療に役
立っているか」には，94％で「大変に役立っている」
で，「質問2　医師の働き方改革に役立っているか」に
は，同じく94％で「大変に役立っている」であった。「質
問3　救急当番時に本システムで「助けられた」と感じ
ることはあったか」の問いには，100％で「大変にある」，
「質問4　過去の経験から本システムがあればよかった
と感じるか」の問いには，94％で「大変ある」と回答し
た。「質問５　他の医療機関での本システムは必要か」
との問には，81％で「絶対必要である」との意見であった。
自由記載では，「若手医師の負担が軽減できています。」，
「専門医に相談できて助かっています。」，「全国で広がっ

てほしいシステムです。」，「これが無ければコロナ診療
を乗り切れなかったと思います。」，「夜間の呼び出しが
格段に減り，労働時間の削減や効率化ができています。」，
「入退院の判断に困るときにコンサルトできて助かって
います。」，「本システムがないところで仕事はしたくな
いと感じるくらい助かっています。」などの非常に肯定
的な意見が大多数であった。

表2　海部病院遠隔救急支援システムに対する医師アンケート

１−２　５G遠隔オンライン診療
１−２−１　第4世代移動通信方式（4G）遠隔オンラ
イン診療
　専門医による診療機会の確保と医師・患者の負担軽減
のために，専門医による遠隔オンライン診療を2018年に
導入した。当院の外来支援をしていた中央病院　代謝・
内分泌内科　白神敦久医師が，既存の4G 回線のテレビ
会議システムを用いて「遠隔糖尿病外来」を中央病院と
海部病院間で開始した。白神医師は月に１回，当院の外
来診療を対面で行っていたが，外来患者数が増加したた
めに外来枠を増やす必要性が生じた。しかし当院まで来
る時間的余裕が無かったことから止む無く，対面診療に
代わり，4G 回線による既存のテレビ会議システムを用
いた遠隔糖尿病外来を開始した。2018年7名，2019年32
名，2020年56名，合計でのべ95名で4G 回線を用いて遠
隔外来診療を実施した。

１−２−２　５G遠隔診療支援実証実験
　2020年春から５G が商用化され一般に使用できるよう
になり，５G により高速・大容量のデータが低遅延で多
数接続が可能となった。NTT ドコモ四国支社と徳島県
が協力して2020年１月14日から2月14日の期間，徳島県
の基幹病院である中央病院と海部病院の間で，５G によ
る遠隔医療実証実験を行った。このときの画像評価は高
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精細で遅延はなく臨床診断が十分に可能なものであった。
　しかし，この実証実験の問題点として，安定した通信
開始までに準備が必要であり，接続の煩雑さと相まって
すぐの実用化には困難であると思われた。また，一方向
のみの送信であり，双方向からの送信と受信は不可能で
あり，中央病院から専門医の画像は別途インターネッ
ト経由の Web 会議システムを使用せざるを得なかった。
したがって，複数の医療機関が参加する遠隔診療につい
ては機器整備が煩雑になることや，複数のモニターが必
要になること，医師同士のコミュニケーションのために
は別のモニターに視線を移す必要があり，内視鏡検査や
手術の際にはリスクが生じること，映像画面に描画（ア
ノテーション）ができない欠点があった。

１−２−３　５G遠隔医療の実装化に向けての取り組み
１−２−３−１　映像伝送と音声コミュニケーションシ
ステムの一元化とクラウド化
　送信側と受信側の双方向の映像・音声伝送を同時に可
能とするために，NTT ドコモ四国支社が構築した，ク
ラウド型映像配信システムである「Zao Cloud View」
を2021年3月に導入した。これによりインターネットを
経由しない閉域システムで使用が可能となり，高いセ
キュリティーが担保された。また，2022年10月には映像
へのアノテーションも可能となった。さらに，クラウド
化により，それまでの Peer to Peer 対応であったのが
柔軟に複数の医療機関で閲覧・切り替えが可能となっ
た。そのため，コミュニケーションシステムも別途追加
で用意する必要がなくなり「Zao Cloud View」で一元
化することができた。これにより，2021年4月からキャ
リア５G による遠隔診療が，通常診療として実施可能
となった。さらに2022年10月には4K 対応した「smart-
telecaster Zao-X」を導入し「Zao Cloud View」をバージョ
ンアップした。

１−２−３−２　遠隔診療の診療科拡大（図3）
　2020年１月の実証実験の結果を踏まえて，2020年６月
に徳島県と NTT ドコモとの間で協定が締結された。そ
して，2021年4月には海部病院で遠隔糖尿病外来と緊急
内視鏡支援が５G 回線で開始となった。2021年8月には
遠隔形成外科外来が，2022年６月には遠隔呼吸器外科外
来が海部病院で開始された。徳島県西部の基幹病院であ
る徳島県立三好病院（以下，三好病院）では2022年4月
から遠隔皮膚科外来が，2023年3月から遠隔糖尿病外来

が開始された。

図3　海部病院５G 遠隔オンライン診療

１−２−３−３　遠隔診療専用室の設置（図4）
　海部病院では遠隔診療のために，専用の５G 遠隔診療
室を2022年4月に設置した。さらに，徳島県内の遠隔医
療拡充のために，中央病院では，2023年５月の「ER 棟」
の新規増築に伴って4室の専用の遠隔診療室を設けた。

図4　徳島県立中央病院 ER 棟　遠隔診療室

１−２−4　徳島県立病院５G遠隔医療の実装化
　2021年4月からはキャリア５G が実装化されてからは
これを臨床導入した。更に，ローカル５G は2021年8月
に両病院間で設置された。2023年５月末までに海部病院
で444名，三好病院で28名，合計472名で遠隔診療を行った。

１−２−4−１　海部病院―中央病院間（図５）
　2018年12月から2023年５月末までにのべ444名の遠隔
診療を行った。遠隔糖尿病外来は2018年12月から4G 回
線で95名，2021年4月以降は５G 回線で134名，合計で
229名実施した。遠隔形成外科外来は2021年8月から開
始し，2023年５月末までにのべ112名実施した。遠隔呼
吸器外科外来は2022年６月に開始し，のべ98名で実施し
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た。また，緊急内視鏡支援は５例で実施した。2018年は
7名，2019年32名，2020年56名，2021年85名，2022年
226名と５G 回線導入後は飛躍的に増加した。糖尿病外
来が52％，形成外科外来が25％，呼吸器外科外来が22％
であった。

図５　海部病院遠隔オンライン診療件数

１−２−4−２　三好病院―中央病院間
　2022年からのべ28名で５G 遠隔診療を行った。遠隔皮
膚科外来は2022年8月から，遠隔糖尿病外来は2023年3
月から開始した。

２．考察

　遠隔医療は，情報通信技術の発展並びに地域の医療提
供体制や医療ニーズの変化に伴って，近年ますます需要
が高まっている。近年は，新型コロナウイルス感染症の
対応において，徐々に活用されてはいるものの，必ずし
も幅広く普及が進んでいるとは言えない状況である。こ
のため，厚生労働省は，「オンライン診療その他の遠隔
医療の推進に向けた基本方針」を令和５年６月に策定し
た2）。
　都市部と過疎地域の「医療格差」が生じている原因の
一つが，両者間の「移動時間」と「距離」である。また
過疎地域では都市部より人口減少と高齢化が急速に進行
しており，地域住民の移動手段は限られてきている。ま
た，近年，「医師の働き方改革」が進められており，医
療の効率化と合理化の観点から医師を都市部医療機関へ
集約化させる傾向にある。医師と住民の両者にとって，
この「移動時間」と「距離」の問題が解決されない限り，
「医療格差」はますます拡大していくと思われる。徳島
県立海部病院は，徳島県南部海部地域と高知県東部の救
急医療，災害医療，慢性期医療，在宅医療を担っている。

2003年には常勤医師は18名在籍していたが，2004年以降，
海部病院の医師不足は深刻で，病院存亡の危機に何度も
直面した。その影響は，すべて地域住民に波及し，救急
医療や専門的治療のために，居住地から離れた高次医療
機関への搬送や通院や，場合によっては診療機会を失う
状況にも陥った。医療格差の状況を少しでも改善し，か
つ同時に，医師の負担軽減を行い，持続可能な医療の実
践と継続のためには，遠隔医療の導入が必要であった。

２−１　遠隔救急診療支援システム
　厚生労働省が策定した基本方針の中で，「遠隔救急支
援」は「専門の医師が在院していない医療機関において
救急対応が必要な患者を受け入れた際に，遠隔地にい
る専門の医師に患者の検査画像等を共有しながら，治
療や搬送等に関する相談を行うもの」と定義されてい
る2）。この「遠隔救急支援」は，国土の広大な欧米で遠
隔脳卒中診療（telestroke）として早くから導入されて
いる。特に専門医が不在の地域での脳卒中診断の遠隔画
像診断の有効性はすでに報告されている10）。また急性期
脳梗塞に対して，遺伝子組み換え組織型プラスミノー
ゲン・アクティベーター（rt-PA）の静脈内投与におい
ては，地域格差問題の解決の手段としての telestroke
は脳卒中専門施設での本治療と比較して，同等の安
全性と有効性が示されている11-16）。American Heart 
Association/American Stroke Association のガイドライ
ンでは，telestroke で CT や MRI 画像を交えた地方病
院と脳卒中センター内の脳卒中専門医の指示のもとに行
われる rt-PA 治療を推奨している17）。本邦でも脳卒中ガ
イドライン2015においてグレード C として初めて推奨
され，現在に至っている18，19）。このように，遠隔救急支
援は，専門医が潤沢な都市部よりも，少人数の脳卒中診
療医が勤務する中規模地方都市や，さらに過疎地域の医
療機関で従事する内科・総合診療医を支援する医療手段
として有効であると考える。
　海部病院では，急性期脳卒中診療の医療レベル向上と
地域格差是正目的で2013年にスマートフォンを用いた遠
隔救急医療支援システムを開始した。これにより，海部
病院で今までに実施困難であった rt-PA 静注療法を実施
したこと20），またこの遠隔救急支援システムと少人数の
脳神経外科医の直接診療により，脳卒中患者の発症から
治療開始までの時間が著明に短縮し，高次医療機関への
転院搬送が減少し，患者予後が徳島市内並みに改善して
いたことを報告した21，22）。さらに2018年からは全診療科
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対応型スマートフォンアプリに変更し，脳卒中だけでな
く，救急疾患伝搬に当直医を支援するシステムに変更し
た。これにより，休日夜間の当直医が診療で困ったとき
に，常勤医師が支援することで，心理的安全性が担保され，
医療資源の乏しい当院で「断らない救急医療」を継続で
きていることを報告した。これは，オンコール出勤を
減らすことで「医師の働き方改革」に繋がっていた23，24）。
さらに，当院への救急搬送件数と搬送率は，システム導
入後に増加していた。遠隔救急支援システムが当直医師
の心理的安全性の担保とオンコール出勤の抑制，そして
「断らない救急医療」の継続に大きく寄与していること
が示された。
　本システム導入により，当院と周辺医療機関間との連
携が強化されている。現在，脳卒中のコンサルテーショ
ンは上那賀病院との間で行っている。上那賀病院には脳
神経外科が不在であるために，個別患者の脳卒中や頭部
外傷について，診断・治療方針について「遠隔コンサ
ルト」を行っている。また，徳島赤十字病院―海部病院
間，徳島大学病院―海部病院間の連携では，これらの高
次医療機関に高度医療目的で，当院から転院搬送する際
に，患者情報を事前に「JOIN」を用いて送信している。
これにより，病院に到着してから即座に手術や血管内治
療を開始できることで救命率向上に寄与している。
　本システムの利点としては，①病院外から全診療科参
加型，全医師参加型の救急当直医支援が可能，②外部
からの当直支援医師に対する病院常勤医師の支援が可
能，③当直業務に対して，すべての医師（研修医からベ
テラン医師まで）の「安心感」と「連帯感」の共有，④
今，助けてほしい時に助けることが可能，⑤支援が必要
な時には病院に参集可能な医師が参集，⑥高次医療機
関へ転院搬送時に患者到着前に画像を送信することで到
着後の治療開始の迅速化，⑦専門医不在医療機関への救
急診療の支援が挙げられる。この結果，当院においては，
少ない医師数であるが，持続可能な救急医療の実践のた
め本システムが果たしている役割は非常に大きいと言え
る。医師アンケートでは，全員が有用性と心理的安全性
を感じ，他の医療機関でも導入すべきとする意見が大多
数であった。
　しかし，「遠隔救急支援」は全国的には地域に導入さ
れている事例は少ない。令和2年に総務省が遠隔医療を
実践している63団体（うち29は医療機関）に対して調査
したところ，「遠隔救急支援」を運用しているのはわず
か10％であった25）。したがって，当院のような取り組み

は全国的には非常にまれであると言える。現在，当院を
中心に「遠隔救急支援」を行っているが，全県展開には
至っていない。和歌山県では，全国に先駆けて全県展
開を行い，その有効性を報告している26，27）。徳島県でも，
全県的なシステムの拡充と医療機関との調整により，救
急医療の質の向上と医師負担軽減が期待できる。

２−２　５G遠隔オンライン診療
　オンライン診療は医師−患者間において情報通信機器
を用いて，患者診察や診断をリアルタイムに行うもので
あるが，その利点として，①患者の日常生活の情報を得
ることによる医療の質の向上，②医療に対するアクセシ
ビリティの確保，③患者の治療への能動的な参画による
治療効果の最大化という3つのポジティブな目的が挙げ
られている2）。社会的には，地域で展開することで，離
島やへき地などの医療資源の乏しい地域や，専門医の偏
在といった社会的課題を解消することも可能となる。実
際，令和3年に実施された，「へき地医療拠点病院およ
びへき地診療所における遠隔医療に関する調査研究」で
は，遠隔医療を利活用している医療機関は，へき地医療
拠点病院では38％，へき地診療所では25％で，オンライ
ン診療は前者が17．8％，後者が18．4％であった28）。この
ように，へき地で，自治体が主導して，オンライン診療
を積極的に導入することで「医療に対するアクセシビリ
ティの確保」を実践している地域が出現している。
　さまざまな検査手段を駆使できる病院内で行う対面診
療に比べて，オンライン診療では患者から収集できる情
報が限定されることが懸念される。また遠隔地の医師に
届けられる画質性能や通信状況は，円滑に診察が行うこ
とができるかどうか大きなウエイトを占める。すなわち，
オンライン診療では，「空間」を超えて，「時間」を同期
しないと成り立たないと言える。このためには2020年
3月に商用サービスが開始された５G の遠隔医療への導
入が期待された。この５G には，①超高速，②超低遅延，
③多数同時接続という3つの特徴があり，4G にくらべ
て10-100倍高速で，約1/10の低遅延で，約100倍の接続
機器数を実現する29，30）。令和５年に厚労省が策定した事
例集に遠隔医療支援として５Ｇ導入事例が報告されてい
るがまだ全国的に拡大していないのが現状である31）。徳
島県では，全国に先駆けて，ローカル５G とキャリア５
G を併用して，病院間の専門医によるオンライン診療と
内視鏡検査などの支援として日常臨床で使用しているの
が特徴である。
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　当院では，５G 商用化に先立って，５G の遠隔医療へ
の効果の実証を行うために，５G 遠隔診療支援実証実験
を2020年１月に行った。4G で遠隔診療を開始していた
当院にとって，この実証実験を行ったことは大きな転機
であった。５G を用いた4K 手術用内視鏡画像，4K ハ
ンディカメラによる皮膚画像は，画質，色合い，滑らか
さでは十分に臨床診断に役立つもので，画像の途切れも
ほとんど無かった。この実証実験で，4K 画像が実臨床
で遠隔地域にストレスなく，リアルタイムに送信可能で，
実用性が非常に高いことが示された。しかしこのときの
問題点として，一方向のみの送信であり，双方向からの
同時送信と受信は不可能で，中央病院から専門医の画像
は別途インターネット経由のブラウザを使用せざるを得
なかった。実証実験から実用化に向けて，機器の開発・
導入を行い2021年4月に５G による遠隔診療を本格的に
開始した。それまでの糖尿病支援に加えて，2021年8月
から遠隔形成外科外来を，2022年６月から遠隔呼吸器外
科外来を開始した。2021年には遠隔診療件数が85件で
あったのが2022年には224件と2．6倍に増加した。今後の
遠隔診療の全県的な拡充を目指して2023年５月に中央病
院に専用の「遠隔診療室」を4室設けた。また現在，徳
島県が主体となって，医療用ローカル５G 網を構築中で
あり，さらなる遠隔診療に対応できる体制を目指してい
る。
　現在，海部病院では4K カメラの高精細画像を糖尿
病外来と形成外科外来で利用している。糖尿病外来では，
四肢末端の皮膚の色調や状態の観察，あるいはインシュ
リン接種部位の皮膚状態が遠隔地から観察可能となって
いる。過疎地域の糖尿病診療に対して専門医による５G
遠隔医療の重要性と有用性，ならびにその治療効果につ
いては白神らが報告している32，33）。また形成外科外来で
は，必要に応じて県中側の形成外科専門医の指導のもと
で，海部病院の内科医師が褥瘡の処置や，創部の消毒や
抜糸を行っている。５Ｇでは4Ｋカメラの高精細画像を
低遅延で送信可能で，対面診療における「視診」を十分
に補っていると言える。
　この５G 遠隔オンライン診療は，今までの課題であっ
た，都市部と過疎地の移動時間と距離の問題の解決を図
りながら，かつ医療レベルを担保できる。医師と患者の
精神的・肉体的負担軽減を図ることができる。まさしく
遠隔医療により医療 digital  transformation（DX）を実
践したと言える。今後，５G 遠隔診療が「持続可能な医
療体制の維持」のため，本邦で拡充していく可能性がある。

限りがある医療資源を有効に過疎地域住民まで分配する
ためには５G 遠隔オンライン診療は，今後，益々必要性
が高まると考える。われわれは2020年の実証から2022年
の実装まで2年をかけて機器の開発と導入を行ってきた。
現在では比較的簡便にシステム接続することが可能とな
り，患者数の増加に繋がっている。今後の本邦での普及
のためにはハード整備だけでなくソフト面での対応が必
須である。「いつ，どこで，誰が，どのように使うか」
をそれぞれの病院間や地域において十分に議論すること
が大切である。「医師の働き方改革」を推し進めながら，
本邦の過疎地域の医療を支えるために，５G により良質
な高精細画像を基にして，都市部の専門医が過疎地域の
患者と医師を支援する体制構築が必要である。

３．まとめ

　過疎地域医療機関は，医師数が絶対的に不足している
上に，細分化された専門医が不在であり，内科・総合診
療医が医療の主体を担っている。過疎地域医療機関にお
いて，「持続可能な救急医療」と「専門医による高度医療」
の実践には非常にハードルが高い。この問題は徳島県だ
けの問題でなく，日本全国の過疎地域が抱えている問題
であると推測される。その原因は，都市部と過疎地域の
「移動時間」「距離」が根本にあり，過疎地域住民が高
齢化して移動手段が限られていることも大きい。この
「移動時間と距離」を解決するため，デジタル技術の導
入による医療変革が必要であり，われわれが今までに実
践してきた取り組みは，DX そのものである。今後，徳
島県では，徳島県医療コンソーシアムの参加医療機関に，
この遠隔救急支援システムと５G 遠隔オンライン診療シ
ステムを拡充の拡充を促進していく方針である。これに
より，医師の働き方改革を実践しながら，医療格差を是
正して，さらに医療の質を担保して，地域住民のために
良質な医療サービスが提供できると思われる。
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SUMMARY

　　For  local government hospitals  in sparsely populated areas, access to emergency and spe-
cialized medical care is essential for the wellbeing of local residents.　However, Tokushima Pre-
fectural Kaifu Hospital has grappled with numerous crises in the past, stemming from a chronic 
shortage of doctors.　Due to the inherent challenges and constraints associated with traditional 
face-to-face medical treatment, where doctors directly provide medical care, it becomes challeng-
ing to ensure the sustainability of emergency and specialized medical care with limited staffing. 
To address this issue, we are opting for a paradigm shift in medical care driven by digital tech-
nology, often referred to as Digital Transformation （DX）.　At our hospital, we introduced a re-
mote emergency medical treatment system for emergency medical care in 2013 and for remote 
outpatient  treatment  in 2018 as part of medical DX.　The  former  is a system that  transmits 
medical images taken at a hospital to a smartphone or tablet to support on-call doctors and foster 
collaboration between hospitals.　Under remote outpatient  treatment,  specialists  from remote 
medical  institutions deliver medical care to patients visiting our hospital;  this service has been 
harnessing 5G connectivity in recent years.　By embracing medical DX, we not only ensured the 
quality of medical care but also reduced the mental and physical strain on doctors and patients.　
This enabled medical  institutions  in depopulated areas  to provide sustainable emergency and 
specialized medical care.　If implemented, these measures may contribute toward rectifying the 
medical disparities between urban and depopulated areas.

Key words : telemedicine，5G，emergency critical care，specialized medical care
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